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韓国における緑色成長ビジョンと国土管理の方向 

芮 京禄＊  
 

1．はじめに 1 

 昨今における地球規模での気候変動や環境汚染、

エネルギー危機の問題は、低炭素・親環境インフ

ラの整備、エネルギー効率化・清浄化等を促す新

たな国家戦略の提示を求めている。韓国における

「緑色成長」はこのような課題への取り組みであ

り、2008年8月15日の李明博大統領による独立60
周年記念スピーチで発した“低炭素、緑色成長新

ビジョン”がその始まりである。わずか半年あま

りで「低炭素緑色成長基本法」案が確定するなど、

このビジョンは様々な国政の基本として位置づけ

られようとしている。国連環境計画やアメリカに

おけるグリーンニューディール政策との歩調合わ

せとして、日本でも環境省により「日本版グリー

ンニューディール」構想 1)が2009年1月19日に発

表された。本報告は日韓同時進行中でありながら、

韓国では「緑色成長ビジョン」と称される国家戦

略とその推進施策としての国土管理の方向に焦点

をあて、現状を報告するものである。 

2．緑色成長ビジョンの概要 

2.1 緑色成長ビジョンの成立過程 
 前述した李明博大統領によるスピーチは、「私

は“低炭素、緑色成長”を新しいビジョンの軸と

して提示しようとしています。～途中省略～緑色

成長は温室ガスと環境汚染を減らす持続可能な成

長であり、緑色技術と清浄エネルギーを持って新

成長動力と雇用を創出する新国家発展のパラダイ

ムであります。」とし、新たな国政路線を明らか

にしたものである。選挙公約としていた韓半島大

運河計画が国民の反対で挫折し、これに代わる核

心的戦略が必要だった状況のなかで選ばれたもの

である。このスピーチ以降の歩みは表-1で示すと

おり、急ピッチで進んでいる。早くも、2008年9
月9日には「緑色成長フォーラム」 2）にて、大統

領府国政企画首席室みらいビジョン秘書官が「緑

──────────────────────── 
A Paper about the Green Growth Visions and the direction of 
National Territory Management in Korea 

色成長の概念と推進方向(案)」を持って具体像を

発表している。「緑色成長の“緑色”は環境より

大きい概念で、“成長”は環境と相反するもので

はなく相互補完関係にある」とした大統領の言及

を生かし、環境と経済成長が善の循環構造をなす

ことを「緑色成長」と定義している3）。 

表-1 韓国の緑色成長ビジョンの歩み  
2008年08月15日 独立60周年記念日、大統領による

「緑色成長」ビジョンの宣布 
2008年09月09日 第1回「緑色成長フォーラム」開催 
2008年09月17日 国務総理室 低炭素緑色成長推進

戦略(案)提出(国務会議報告資料) 
2008年10月31日 第2回「緑色成長フォーラム」開催 
2008年11月17日 第3回「緑色成長フォーラム」開催 
2008年12月19日 第4回「緑色成長フォーラム」開催 
2009年01月15日 ｢緑色成長委員会の設立及び運営に

関する大統領訓令」公布 
2009年02月16日 ｢緑色成長委員会」の誕生及び第1

回委員会開催(大統領直属委員会) 
2009年02月25日 ｢低炭素緑色成長基本法」政府案の

確定（国会審議中） 
 
この緑色成長の3大要素と内容は以下の表 -2の

ように整理され、エネルギーや環境問題だけでな

く、雇用と成長原動力の拡充、企業競争力と国土

の改造、生活革命を包括する総合的国家ビジョン

として位置づけている。このビジョンを制度的に

バックアップするために確定したのが「低炭素緑

色成長基本法」案であり、現在、国会に提出され、

審議中である。 

表-2 緑色成長の3大要素と内容4) 
3大要素 内容  

①堅 実な成長 を

す る が 、 エ ネ ル

ギー、資源使用を

最少化 

-エネルギー低消費型産業構造へ改編

(製造業中心→知識サービス業中心) 

-エネルギー消費の節約/使用の効率化  

-生態の健全性を再考する政策  

②同 一 のエネル

ギー、資源を使用

するが、CO2排出

など環境負荷を最

少化 

-新再生エネルギーの普及拡大 

-原子力など清浄エネルギーの開発 

-CO2排出規制 

-低炭素、親環境インフラの構築  

-消費者の緑色製品購入の活性化 

③新成長動力の

開発 

-緑色技術に対する研究開発への投資  

-新再生エネルギーなど緑色産業育成及

び輸出産業化 

-世界市場の先占支援  

報文 
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2.2 低炭素緑色成長基本法の主な規定 
 「低炭素緑色成長基本法（以下、同法）」案に

示された国家の責務は、政治・経済・社会・教

育・文化など国政の全ての部門において低炭素緑

色成長の基本原則を反映することである。なお、

地方自治団体の責務は、国家の施策へ積極的に協

力すること、事業者の責務は企業活動の全過程で

温室ガスと汚染物質の排出を減らし、緑色技術・

産業に対する投資及び雇用拡大を図ること、国民

の責務は緑色生活を実践することとしている。同

法は、低炭素緑色成長に関しては他の法律に優先

して適用し、他の法律や法令により樹立される行

政計画や政策は同法で定める原則・国家戦略と調

和しなければならないとしている。以下は、同法

の主要内容について項目に沿って概観する。 
（1） 総則；法の目的としては、経済と環境の調

和した発展のために低炭素緑色成長に必要な基

盤を整備し、緑色技術と緑色産業を新たな成長

動力として活用することで、国民経済の発展、

生活の質向上、国際社会での責任を果たすこと

と記されている。関連する用語の定義もされて

いるが、「持続可能な発展」については 2007 年

8 月に制定された「持続可能な発展基本法」に

よる定義、つまり‘持続可能性に基づいた経済

の成長、社会の安定と統合及び環境の保全が均

衡のとれる発展’としている。 
（2） 低炭素緑色成長推進の基本原則；①総合的

国家発展戦略を推進、②民間主導の成長を推進、

③緑色技術・産業を動力とした新たな経済体系

を構築、④緑色技術・産業分野への投資・支援

を強化、⑤エネルギーと資源利用の効率化、循

環促進、⑥自然資源と環境の価値を保存しなが

ら国土と都市、建物と交通、道路・港湾・上下

水道など基盤施設を低炭素緑色成長に適合する

よう改編する、⑦租税体系、金融体系を改編し、

国民の消費・生活方式を誘導、⑧国、地方自治

団体、企業、経済団体及び市民団体が参加・協

力する、⑨国際的動向の把握・分析結果を国家

政策に反映し、国家の位相・品格を高める。 
（3） 低炭素緑色成長国家戦略；政策目標・推進

戦略・重点推進課題などを含む‘低炭素緑色成

長国家戦略’を樹立・施行するとともに、効率

的・体系的履行のために中央行政機関による

‘分野別推進計画’、地方自治団体による‘地

方推進計画’を樹立・施行することになってい

る。 
（4） 緑色成長委員会；主要政策及び計画内容と

履行に関する事項を審議するために委員長 2 名

を含む 50 名以内の委員で構成される委員会を

設置する。委員には企画財政部長官、教育科学

技術部長官、知識経済部長官、環境部長官、国

土海洋部長官、大統領室の緑色成長担当首席秘

書官など公務員と緑色成長に関する学識・経験

者が含まれる。 
（5） 低炭素緑色成長の推進；経済・産業面から

の具体的施策として、緑色経済・緑色産業具現

のための基本原則、緑色経済・緑色産業の育

成・支援、資源循環の促進、企業の緑色経営促

進、緑色技術の研究開発及び事業化などの促進、

情報通信技術の普及・活用、金融の支援及び活

性化、緑色産業投資会社の設立と支援、租税制

度の運営、緑色技術・緑色産業に対する支援・

特例など、緑色技術・産業の標準化及び認証な

ど、中小企業の支援など、緑色技術・産業集積

地及び団地造成など、雇用の創出、規制の先進

化、国際規範への対応などが規定されている。 
（6） 低炭素社会の具現；気候変動・エネルギー

政策面からの具体的施策として、気候変化対応

の基本原則、エネルギー政策などの基本原則、

気候変動対応基本計画の樹立・施行、エネル

ギー基本計画の樹立、気候変化対応及びエネル

ギーの目標管理、温室ガス減縮の早期行動促進、

温室ガス排出量及びエネルギー使用量等の報告、

温室ガス総合情報管理体系の構築、総量制限排

出権売買制度などの導入、交通部門の温室ガス

管理、気候変化影響評価及び適応対策の推進、

原子力産業育成などが規定されている。 
（7） 緑色生活及び持続可能発展の実現；国土・

交通・生活面からの具体的施策として、緑色生

活及び持続可能発展の基本原則、持続可能発展

基本計画の樹立・施行、緑色国土の管理、気候

変化対応のための水管理、低炭素交通体系の構

築、緑色建築物の拡大、親環境農林水産業の促

進及び炭素吸収源の拡充、生態観光の促進など、

緑色成長のための生産・消費文化の普及、緑色

生活運動の促進、緑色生活実践の教育・広報な

どが規定されている。 
（8） この他、補則として資料提出等の要求、国
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際協力の増進、国会報告、

国家報告書の作成、課徴

金規定がある。 
2.3 緑色成長ビジョンの 

位置づけ 
 図 -1は緑色成長を推進す

るために、3つの分野での

10の政策方向を示したもの

である。各政策にはそれぞ

れ具体的な目標値が示され

ているが、そのなかで⑦国

土空間の緑色化について中

身を示したのが表 -3である。

これらの国土空間に関わる

施策については次章におい

ても触れたいが、韓国の緑

色成長ビジョンは単に気候

変動に対応するという次元

を超え、経済・社会的パラ

ダイムの転換を強いる分野

横断的な取り組みであると

言える。 

3．国土管理の方向性 

3.1 国土海洋部における 

推進戦略 
 国土海洋部の2009年の業

務計画 5)を見ると、図 -2、表 -4のような政策課題

を提示している。財政早期執行による内需の拡大

と雇用の創出を目的に、前年比25％増の23兆4千
億ウォン（約1兆8千億円）を投資し、これとは

別に韓国型 10大グリーンニューディール事業

（表 -5）に45兆ウォン（約3兆4千億円）を投資

する予定である。期待される約79兆ウォンの生

産誘発効果と65万人の雇用創出効果を早期に可

視化するため、核心プロジェクトを重点管理し、

早期推進を妨げる制度（環境影響評価や予備妥当

性調査制度、文化財調査、発注方式など )は果敢

に改善運営し、事業期間を短縮させる方策も取り

入れる計画となっている。この他、住宅市場の正

常化、低炭素運送手段としての鉄道、沿岸海運の

輸送負担率を上げるために計画高速鉄道の早期開

通、沿岸海運のための船舶建造への支援等が計画

されている。 

緑色成長推進方向
【 3大分野10大政策方向】

新成長動力拡充

①脱石油、エネルギー自立具現
②緑色技術、産業の新成長動力化
③既存産業の緑色化及び
　 緑色経営の拡散
④緑色金融活性化

生活の質と環境改善

⑤親環境的な税制運営

⑥緑色雇用創出及び人材養成

⑦国土空間の緑色化

⑧気候変化、災害に積極対応

国家位相定立

⑨生活の緑色革命
⑩世界的な緑色成長モデル国家
　 の具現

 
図-1 緑色成長の推進方向  

表-3 緑色国土整備のための推進施策  

07．国土空間の緑色化  

①緑色定住空間整備による地域経済の活性化  

○ 4 大河川再生、都市水循環システム構築及び地域間の水利用公平性の再考  

・ 4 大河川再生と連携した観光・レジャー産業育成など地域発展方策の模索  

・ 河川環境整備（760 ㎞）、自転車路（1,297 ㎞）整備、生態・文化空間整備 

・ 堤防の補強（536 ㎞）、中小規模ダム・貯留地建設などで洪水・干ばつを予防  

・ 農漁村の上水道普及率（都市地域対％）：（’06）50.1→（’12）70→（’20）85 

②炭素ゼロ都市整備、グリーンホーム、グリーンオフィスプロジェクト、空港・港湾の緑色化、

森・湿地整備 

○ 道路中心交通物流体系の効率化、公共交通・鉄道の低炭素・親環境インフラの支援  

・ グリーンハイウェー定着、公共交通・自転車道路の拡大、グリーンカー常用化、低炭素・

親環境交通物流体系に対する制度的基盤の整備  

③鉄道、沿岸海運、自転車など緑色交通の輸送負担の拡大、公共交通の比重拡大  

・ 沿岸海運による貨物輸送負担率（％）：（’07）18→（’12）22 

・ 鉄道貨物輸送負担率（％）：（’01）14→（’12）15 

・ 自転車輸送負担率（％）：（’08）1.2→（’12）5→（’17）10 

・ 公共交通輸送負担率（％、大都市）：（’07）50→（’12）55→（’20）65 

④都市鉱業の活性化、資源循環特化団地（エコセンター）整備など資源循環社会の具現  

・ 資源循環率（％）：（’05）14→（’12）17→（’20）22→（’30）30→（’50）50 

・ 可用廃棄物のエネルギー化（’20）100％を積極的に推進 

・ 生活廃棄物の固形燃料化（RDF）及び台所ゴミ、家畜糞尿などのバイオガス化 

 

3 大核心課題の成功的推進に国土海洋部の全ての力量を集中

公共部門が景気回復を牽引し 、 果敢な規制緩和も推進

財政早期執行と建設市場の正常化で沈滞した経済の回復

危機がすなわち飛躍の機会
新しい未来戦略を通して国家発展を主導

基本方向

経済危機

早期克服

水と共にする

国土再創造

緑色成長

新成長動力の拡充

3 大核心政策課題

 
図-2 2009年国土海洋部の核心課題  
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表-4 3大核心課題と施策  
01．経済危機の早期克服 

・社会間接資本への投資拡大と早期予算執行 
・住宅市場の正常化 
・危機産業への支援 
・低所得層への支援 

02．水と共にする国土再創造 

・4大河川再生 

・京仁運河整備 

・釜山・慶南圏の水不足解消 

・安定的水確保 
03．緑色成長と新成長動力の拡充 

・社会間接資本間の統合・連携 

・低炭素輸送手段の活性化 

・大衆交通利用の促進 

・緑色成長都市基盤整備 

・新成長動力の拡充 
 
3.2 韓国型グリーンニューディール政策 

社会間接資本の投資により景気回復、雇用創出

を目的とした韓国型グリーンニューディール政策

の一つとして表-5に見るプロジェクトが挙がって

いる。首都圏、釜山、大邱、光州など大都市の外

郭循環道路建設や計画高速鉄道の早期開通、

BRT（急行幹線バス）事業などと、竣工後の未

分譲住宅の買い戻し条件付き買収、13万戸規模

の低所得者向け住宅の供給などが進められる。な

お、韓国の4大河川を整備し、国土の改変・地域

経済の活性化を図るため‘4大河川再生プロジェ

クト’に重点を置いている。2011年まで約14兆
ウォンを投資して堤防の補強、河川環境整備、自

転車道路整備、河道浚渫を推進し、水害防止と生

活の質向上を同時にねらう。また、環境団体の反

対などで遅延していた‘京仁運河事業’も民間投

資事業から水資源公社主導の事業方式へ変更・推

進されることになった。漢江と仁川の海をつなぎ

物流や観光の拠点とする首都圏西部のランドマー

ク的事業は2012年完成を目途に進行中である。 

表-5 韓国版グリーンニューディール事業  
期待効果  10大プロジェクト 

景気回復支援 ① 道路事業への集中投資 
② 鉄道事業への集中投資 

国家戦略的投資

拡大 
③ 4 大河川再生 
④ 京仁運河の早期推進 

生活密着型イン

フラの拡充 
⑤ 低所得者のための住宅供給 
⑥ 都心再生 
⑦ 釜山・慶南圏の水不足解消 

価値創出型イン

フラ拡充 
⑧ 空間情報事業投資の拡大 
⑨ 産業団地の早期開発 
⑩ 釜山北港の早期開発 

4．まとめ 

 韓国での緑色成長ビジョンは、大統領直属の

「緑色成長委員会」設置や「低炭素緑色成長基本

法」案の完成など素早い動きを見せている。国政

の全ての分野において低炭素緑色成長の基本原則

を反映することを規定する同法案は産業界などの

反発もあり、当初予定していた2009年4月の臨時

国会通過という目標を達成できずにいる。とは言

え、このビジョンは国土海洋部を含む各部處の政

策方向を示し、具体的な推進施策を生んでいる。

これら分野横断的に進められる施策は、エネル

ギー効率化や低炭素技術、金融・租税システム転

換など全ての分野でのグリーンイノベーション

（緑色革新）と、国民の嗜好・生活様式の転換を

含むグリーンレボルーション（緑色革命）を期待

する広範囲の取り組みである。国土海洋部におい

ても3大核心政策課題を掲げており、社会間接資

本への投資による景気回復、雇用創出政策として

のグリーンニューディール事業が計画されていた。 
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